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公衆衛生モニタリング・レポート

「非正規雇用の健康影響」

日本公衆衛生学会公衆衛生モニタリング・レポート委員会※

. 背景

非正規雇用者の処遇や健康問題に関していくつか

の判例が積み重ねられている。それらの結論として

は，ニコン熊谷製作所事件での派遣労働者の自殺

（東京高裁 2009年），ヨドバシカメラ事件での派遣
労働者に対する暴力やハラスメント（東京高裁

2006年），21歳編集アルバイトの過労死事件（大阪
地裁 2004年）など，いずれも判決で企業側の責任
が問われている。このように非正規雇用者が健康を

害する状況は，一部の限られた労働者が偶然，心な

い職場で働いたことが招いた結果なのだろうか。

現在では非正規雇用が抱える問題は不安定な雇

用，低賃金，社会保障等の欠落及び制限，権利の少

なさに代表されると国内外を問わず指摘されてい

る1)。非正規雇用がなぜ健康障害を引き起こすのか

については，貧困と不健康の関係，短期的な契約に

よる不安定な雇用状態や社会保障の不十分さ，間接

雇用ゆえに労働力をモノとみなす風潮，これらに伴

う労働者どうしあるいは社会との分断や差別が関連

していると整理できる2)。特に貧困に関しては，所

得格差が死亡率や平均寿命に影響を及ぼすことは知

られており3)，日本では既に所得格差の原因の一つ

が非正規雇用増大であると認識されている4)。した

がって，非正規雇用は健康の社会的決定要因でいわ

れる `̀ The causes of the causes''5)としても検討すべ
き課題である。実際に日本では雇用形態の差による

所得格差6)はもとより，年齢を重ねても賃金が上が

らないことによる生涯賃金格差が2.5倍であるとい
われ4,7)，それゆえに結婚や出産を阻む可能性8)が認

められており，現状が続くならば将来，低所得でか

つ家族がいない高齢者の問題が懸念される。非正規

雇用者の現在の健康もさることながら，将来の健康

についても念頭においた議論も重要な意味があると

言えよう。

非正規雇用の負の特徴については過去にも断片的

に取り上げられてきた。戦後の日本の労働市場にお

いては好況不況を問わず，非正規雇用者が流動的か

つ不安定な労働者として就労する問題点が指摘され

てきた9)。健康という観点からも日雇労働者10)や季

節労働者11)の健康問題が取り上げられていた。しか

し，非正規雇用の問題が継続的かつ積極的に取り上

げられなかった理由の一つは，日本的な終身雇用と

正規雇用者が大多数を占める社会において非正規雇

用者が少数派であったためだと考えられる。また，

非正規雇用は中高年女性のパート労働者（パート）

に代表されるように家族に頼ることができる副次的

働き手として認識されており，社会による保護の必

要性が過小評価されていたのである。

少数派のはずであった非正規雇用者も今や雇用者

人口の 3割を超える存在になった。平成22年度の平
均では，日本の就業者は6,257万人であり，その

87にあたる5,463万人は会社等に勤める雇用者で
ある。現在，この全雇用者（役員を除く）のうち

34.3にあたる1,755万人が非正規雇用で働いてい
る12)。非正規雇用とは労働力調査で「パート・アル

バイト，派遣社員，契約社員・嘱託，その他」とし

て回答者の「職場での呼称」で区分されている。少

数派であった非正規雇用者が多様な雇用形態を伴っ

て台頭することによって明らかになってきたのは，

自由な勤務形態で気ままに働く労働者というより

は，やはり待遇に問題を抱えた労働者としての課題

である。

それでは，公衆衛生の課題として非正規雇用と健

康について検討した場合，本当に雇用形態の違いが

労働者の健康に関係しているのだろうか。職場の安

全衛生が脅かされているのだろうか。さらには労働

者のみならず，雇用形態が多様化した社会というの

は，国民全体の健康や医療へのアクセス，将来の健

康に関る社会保障等に影響があるのだろうか。これ

まで明らかにされた研究成果と行政等の対応につい
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て整理する。

. 非正規雇用の健康影響

 非正規雇用と労働者の健康

) 国外での研究成果

非正規雇用者は不安定な雇用状態で働いているこ

とで健康を害しているのではないかという仮説の下

に研究が進められてきた。レビュー論文では雇用形

態別に健康状態の違いを検討したメタアナリシスが

あり，正規雇用者と比べて非正規雇用者では精神面

で不調である（統合統計値オッズ比1.25）と結論付
けている13)。2010年までの研究に関する文献レビ
ューでは，非正規雇用者の身体的健康が正規雇用者

と比べて悪いのは，死亡率や一部の労働災害による

傷病であった14)。特にコホート研究によって男性の

非正規雇用者の総死亡率が高いことや，喫煙やアル

コールに関連したがんによる死亡率が高いと報告さ

れていることは注目に値する15)。精神的健康状態に

関する研究はその多くが非正規雇用者の状態が良く

ないことを示唆する結果であった。精神的健康を

測る指標はストレスの有無を問う主観的指標をは

じめ，精神健康調査票（General Health Question-
naire: GHQ）や抗うつ薬の処方，自殺企図率とい
った客観的指標を用いて測定され，いずれの指標に

おいても非正規雇用者の精神的健康度が低いとする

研究が多くみられた。反対に，正規雇用者と比べて

むしろ病気による休職や欠勤が少ないという結果も

得られており，それは職を失うことへの不安から非

正規雇用者が休みを取得しにくい状況が推測され

る14)。このように，指標や疾病にもよるが，国外で

の研究結果からは正規雇用者と比べて非正規雇用者

の健康度は概して低いとまとめられる。

) 日本の研究

メンタルヘルス

数は少ないものの，正規雇用者と比較して非正規

雇用者の健康を検討した研究が報告されている。最

も多く取り上げられている結果指標はやはりメンタ

ルヘルスである。日本国内の研究に限れば，概ね非

正規雇用者は正規雇用者より精神的健康度が低いと

する報告が多い。不安・抑うつ尺度である K6で評
価した研究では，パートの男性と臨時雇用の女性で

それぞれ正規雇用者と比べて不安・抑うつ状態が強

い者が多いという16)。これはパートは正規雇用者と

比べて仕事の裁量度が低くて上司や同僚の支援が少

ないことを示した研究17)があることからも裏付けら

れよう。そしてストレス対処能力として注目される

Sense of Coherence（首尾一貫感覚）は特に製造業

の非正規雇用者で低いことが明らかになった18)。ま

た，ストレスと関係して，非正規雇用者は正規雇用

者と比して事業所内診療所受診が多く，出勤しても

体調が悪い presenteeismが懸念される19)。身体的健

康との関連という面では，任期付雇用者では高い努

力�報酬の不均衡が主観的健康感の悪さや肥満に結
び付くようである20)。他方で，非正規雇用者の方が

精神的健康度が良いという逆の結果の報告もある。

それによると女性の正規雇用者では非正規雇用者と

比べて仕事のプレッシャーやジョブストレインが高

いという21)。女性の就労に関する障壁や昨今の正規

雇用者の過重労働など，日本の状況に即した研究と

分析も必要である。

労働災害

労働災害の発生状況や労災保険給付状況からは，

非正規雇用者の弱い立場がみてとれる。厚生労働省

の統計によると労働災害による休業 4日以上の死傷
者数は製造業への派遣が解禁された2004年には667
人であったのが，2008年には5,631人と 8倍に増加
していた22)。また，全労働者に対する労働災害死傷

者の発生率は減少傾向にある中で，派遣労働者の労

働災害死傷者発生率は増加傾向にあるという23)。さ

らに，労働災害の発生のみならず，労働災害保険の

申請に対する支給決定にも雇用形態が影響している

ようである。2009年度の労働災害申請に対する支給
決定割合は，脳・心臓疾患では正規雇用者が47，
非正規雇用者が14，同様に精神障害等では正規雇
用者が28，非正規雇用者が17であり24)，労働災

害発生後の補償にも影響している可能性が示唆さ

れる。

生活習慣

そのほかの指標として，生活習慣等に関連した状

況では 2つの論文の結論が分かれている。男性の任
期付雇用者で定年制雇用者より疲労を訴える割合が

高く，飲酒率と朝食欠食率が高いことが示されてい

る25)一方で，正規雇用者と比べて派遣労働者やパー

トでは 8つの良い健康習慣のうち 5つ以上有する者
の割合が高いなど26)，生活習慣の内容によってもパ

ターンが異なるようである。現在有する生活習慣は

将来の健康に影響しうる。この点についてはさらな

る研究分析が必要である。

社会保障

健康な生活の維持に欠かせない健康保険や雇用保

険といった社会保障についての公的統計から注目さ

れるのは次の点である。非正規雇用者の種別にみる
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と，健康保険適用率は契約社員で68.9，嘱託社員
で73.0，臨時的雇用者で13.4，パートタイム労
働者で38.5であった。傷病手当を含む雇用保険の
適用率は，契約社員で71.3，嘱託社員で74.9，
臨時的雇用者で15.0，パートタイム労働者で
55.5という差がみられる27)。健康保険については

家族の被扶養者になっている場合も考えられるが，

現在は自らの所得で生計をたてる非正規雇用者も多

い。雇用保険については 1週間の所定労働時間が20
時間以上である者や31日以上の雇用見込みがある者
は対象になっているはずである。こうした既存の制

度に該当しない労働者への配慮が必要である。健康

保険や雇用保険等社会保障に加入できていない状況

では医療へのアクセスも制限されかねない。

日本国内における既存の研究は横断研究であるこ

とが多い。その理由は横断研究が簡便で実行しやす

いという理由以外に，非正規雇用者が職を転々とす

るために追跡できないことが考えられる。今後コ

ホート研究などを通じた因果関係の検証を進めてい

く必要がある。

 非正規雇用が社会に及ぼす健康影響

非正規雇用者の健康が正規雇用者と比べて“現時

点”で悪いということもさることながら，一部の労

働者に劣悪な待遇を許容する社会が労働者全体に及

ぼす影響や，生活習慣が“将来の”健康に及ぼす影

響など，より大きな視点に立って非正規雇用が社会

に及ぼす影響を考えることも必要である。

2001年から2007年の 6年間の労働者の健康感不良
を感じる割合，受療率，有症率を観察した研究で

は，年齢等の交絡要因を調整した解析でも正規雇

用・非正規雇用ともいずれも不健康の割合が増加し

ており，その理由として時代効果がみられるとい

う28)。非正規雇用に代表される雇用状況の悪化な

ど，社会の思わしくない変化が雇用形態を問わず労

働者の健康に影響を及ぼしているといえる。日本の

現状のように待遇の悪い非正規雇用を許容している

状態そのものが健康を損なうという結果は重く受け

止めねばなるまい。我が国における非正規雇用は，

欧州諸国でみられるようなワークライフバランス実

現のためや労働者の権利を保護した状況下での非正

規雇用ではない。そうした社会のあり様自体が社会

全体の健康に負の影響を及ぼしかねないのである。

さらに，現在の健康管理によって将来の集団の健

康が左右される可能性がある。通常，労働者は働く

ことができるほどに健康であるというのが議論の前

提になっている。しかし，非正規雇用者―特に派遣

労働者―は健康診断や職場の健康管理を受ける機会

が少ないことが報告されており29)，こうしたことが

将来の健康に影響する可能性がある。異常早期発見

の遅れなどは将来にわたって労働者―あるいは将来

の高齢者―に影響することは容易に想像できる。現

在は健康だからといって健康を維持する機会の少な

さを労働者の自己責任に帰結させてしまうのは，将

来の社会全体の健康のために好ましい選択とは言え

まい。

. 非正規雇用の健康に関する日本と国際機関等

の取組

 日本の取組

法制度と行政の動き

そもそも労働基準法や労働安全衛生法は“全ての

労働者”を対象にしており，雇用形態を区分して適

用されるものではない。したがって，現行の法制度

の下でも雇用形態を問わずに労働者の保護が実現さ

れるべきである。具体的には安全衛生教育や日常の

安全配慮義務などである。しかしこうした点が実行

されていないことから，行政でも現状に合わせた取

り組みを行うよう行政上の通達が出されている。多

様化した雇用形態に合わせるよう個別に対応がなさ

れてきたが，問題の抜本的対応を行うため，非正規

雇用者の雇用の安定や処遇の改善，公正な待遇の確

保に必要な施策の方向性を理念として示す「非正規

雇用ビジョン（仮称）」を策定するための懇談会が

2011年 6月に厚生労働省に設置された。今後非正規
雇用者の処遇については労働者の健康の問題を含め

た意識の啓発が必要である。

特に従来から課題が多い小規模事業所について

は，一層非正規雇用者に対する配慮が必要である。

50人未満の職場においては制度上産業医の選任義務
はない。このために中小企業事業所や自営業での労

働者の健康の確保は正規雇用者についてさえ，しば

しば問題になってきた。企業規模別非正規雇用比率

では 1�29人規模の企業で非正規雇用比率は35を
超えるのが現状であり，小さな職場で人間関係も限

られた中で非正規雇用者の健康がいかに扱われてい

るのかを把握することも必要であろう。

学術界の動き

日本学術会議では「労働雇用環境と働く人の生

活・健康・安全委員会」が2011年 3月に提言をまと
め，非正規雇用者の待遇改善に向けて法整備を行う

こと，すべての就業者にとって安全衛生を確保する

体制の強化などを提案している30)。日本産業衛生学

会には非正規雇用研究会があり，研究や情報の共有



916916 第58巻 日本公衛誌 第10号 2011年10月15日

と啓蒙活動を行っている。日本公衆衛生学会では公

衆衛生学会モニタリング委員会で非正規雇用など不

安定な労働について注目している。学術界は研究の

知見に裏付けられた科学的根拠をもとに，今後も労

働者の健康を守るために発言し続けることが求めら

れる。

 国際機関の動向

非正規雇用を含めた不安定な就労に関しては，主

に国際労働機関（ILO）と世界保健機関（WHO）
が各国に取り組みを促している。

ILOは21世紀の雇用問題解決のため，1999年の

ILO総会で提唱された「ディーセントワーク（働
きがいのある人間らしい仕事）」の概念を実現する

ために取り組んでいる。2011年の第100回 ILO総会
で再確認された労働における社会正義は，1919年に
提唱された ILO憲章の基幹的概念である。そして
フィラデルフィア宣言（1944年）の根本原則である
「労働は，商品ではない。」「一部の貧困は，全体の

繁栄にとって危険である。」は，今なお我々に戒め

を与える。こうした概念的側面だけではなく，ILO
の条約の中で日本が批准した職業上の安全及び健康

促進枠組条約（第187号）を今一層実質化するよう
努力すると共に，批准していないパートタイム労働

に関する条約（第175号）などについては今後批准
に向けた検討が必要であろう。

WHOでは2005年から2008年まで，健康の社会的
決定要因に関する専門委員会を編成した。同委員会

では先述した非正規雇用者の健康に関する実証研究

による結果という裏付けに基づき，最終報告書での

提言の 1つとして「公平な雇用とディーセントワー
ク」を挙げた。委員会は政府が非正規雇用者らの職

の不安定さを政策や法律を通じて解消するよう推奨

しており31)，不安定な労働者の健康を支える動きは

今後世界で高まると見込まれる。

. 非正規雇用の健康影響に関する提言

非正規雇用が労働者と社会の健康に影響すること

は証明されてきた。研究の成果である科学的根拠に

基づいて国際機関等においても非正規雇用者の健康

が注視されている。こうした状況に鑑み，以下の提

言をもって非正規雇用による健康影響から人々を守

るように公衆衛生領域で行うべき活動を確認する。

1) 学会は現行の法制度や産業衛生活動の範疇で実

現可能なことを徹底するよう，労働者の健康に携

わる関係者の知識の普及に努めると共に国や行政

に働きかける。

2) 日本では非正規雇用の健康影響についての研究

が少ないことから，研究者は今後今一層の研究を

積み重ねることが求められる。その際，コホート

研究等により因果の方向性を見失なわないよう研

究計画を立てることと，非正規雇用者の追跡が困

難なことを勘案したデータ収集方法の検討が必要

である。

3) 研究者ならびに学会は得られた研究成果である

科学的根拠を積極的に公表し，情報を各ステーク

ホルダーである政策決定者や企業の雇用主，産業

衛生に従事する者，労働者，一般の人々と共有す

るべきである。その際，正確な情報を誰にでも理

解できるように整理し，アクセスしやすい各種メ

ディアを通じて公表することが必要である。

4) 現在の日本で非正規雇用者が健康を損なう状況

を放置することや，非正規雇用者への差別を容認

することで社会全体が現在と将来にわたって被る

悪影響は是正されるべきである。この目的達成に

は社会のあり方そのものを国民に問う必要があ

る。本来であれば，社会を構成する国民一人一人

の意識と価値観の変化が基盤となって，集団とし

ての社会的合意が実現できる。しかし，現実には

社会の大きな判断が国民一人一人に委ねられてい

るとは考えにくい。したがって，国による政治的

判断として現在の状況打開に向けた合意とそれを

実行する指針作成が必要である。

5) 非正規雇用者の健康問題は，労働や健康という

観点のみでは解決できない問題を有している。そ

こには労働市場に出る前の学生の教育や雇用主が

経費削減目的で十分な人件費を充てていないなど

という問題などが含まれている。したがって，各

関係者が個別に問題解決に取り組んでも困難であ

ることが予想される。非正規雇用者の健康問題に

取り組むためには医療や労働政策という分野ごと

の枠にとらわれず，広い視野に立って問題解決の

糸口を探ることが必要である。そのために行政や

学会，経済・産業界の代表者らは分野横断的に意

見交換して問題解決に貢献すべきである。

本レポート作成に際して井上まり子（帝京大学大学院

公衆衛生学研究科）の協力を得た。なお本レポートの見

解は日本公衆衛生学会モニタリング・レポート委員会の

総意に基づくものであり，特定の個人に帰するものでは

ない。
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